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モデルに依拠しながら、CL 理論では考慮しなかった新たな 2 種の対策を提示











                                                  
1  本稿の初稿を青木昌彦氏が東京財団で主宰する仮想制度研究所（VCASI）によるセミナーで




































    本稿の問題意識の背景にはわが国で高い離職率を理由に女性への統計的差
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については男性の非正規雇用にも当てはまるものである。        
      本稿の二種の予言の自己成就のメカニズムについては、それぞれベッカ
                                                  
2  ＲＩＥＴＩ政策シンポジウム「雇用・労働システムの再構築：創造と活力溢れる日本を目
指して」2010 年 4 月。  4
ー（Becker 1981）の離婚に関する予言の自己成就の理論モデルと、コートとラ
















１．  本節の目的 





















































                                                  
3  人的資本論（Becker 1975）における企業特殊な人的資本の概念を家族に適用したベッカ
ーの家族の経済学の理論概念である。  6
含め、外生的に発生すると仮定できる離職リスクのすべてがそのリスク自体の
効果を超えて予言の自己成就メカニズムで増幅されることを示すことにある。     
 今 (, , ) pf s w α = について、p は女性の離職率、s は企業における雇用者への
企業特殊な人的資本投資（以下単に「人材投資」という） 、ｗは賃金（給与） 、
α は離職の外生リスクとし、 0 pf α α ∂ ∂= >（外生リスクが高まれば、離職率
が増す） とする。 また (,) sh p β = とする。 すなわち企業の雇用者への人材投資は、
離職率（正確には予測離職率）と外生要因β で決定されるが、賃金には影響を






    内生変数間の関係について以下を仮定する。 
  
（仮定 1） 0 w pw f ∂∂= <。 すなわち、 企業が女性雇用者の賃金を低くすれば、
女性雇用者の離職率は高くなる。 
    この仮定の根拠は、低い賃金は離職による機会費用（離職によって失う現
在と将来の所得）を小さくすることによる。 
  （仮定２） 0 s ps f ∂∂ = <。すなわち、企業が女性雇用者への人材投資を控え
れば（少なくすれば） 、女性雇用者の離職率は高くなる。 
    根拠は、企業の人材投資で育成される企業特殊な人的資本は他企業の雇用
に転用できないので、 その値が大きいほど離職の機会費用を高めるからである
4。   
  （仮定 3） 0 s ws g ∂∂ = >。すなわち、企業のより高い人材投資はより高い賃金
に結びつく。 
    この仮定は、人材投資は労働生産性を高めるので当然である。 
    以下の二つの仮定は予言の自己成就の前提で、わが国のこのような女性へ
の統計的差別の雇用慣行については、一般職への取り扱いなど、多くの文献が
ある（例は森（2005） ） 。 
（仮定 4） 0 p wp g ∂∂ = <。すなわち、女性の離職率の予測が高まれば、企業
は女性雇用者の賃金を低くする。 
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を得る。この式は離職率の外生要因の効果は、それ自体の効果に加え、内生要
因である賃金や人材投資を通じた影響がありうることを意味する。さらに 
    () ( / ) p ds d s p p h fα α α =∂ ∂ ∂ ∂ =             (2) 
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が成り立つ。これらの式(1)、(2)、(3)をあわせ、最終的に 
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を得る。なお仮定 1～5 により 0 sp fh > , 0 wp fg> , 0 wsp fg h> となる。 
    上記の離職の外生要因についての増幅効果はα の内容を特定しないが、以
下ではαとして結婚・育児によって生じるワーク・ファミリー・コンフリクト
（仕事と家族の葛藤、以下 WFC） （山口 2010）を例示に取る。 
    式(4)は以下のことを意味する。結婚や出産により、WFC が発生すると、離
職リスクが高まるが、そのリスクの離職率への影響はそれ自体の影響に加えて、
以下の 3 種の増幅効果を生み出して、離職を一層促進する。 
(1)  WFC が離職率を高めると、結婚・育児離職率の企業予測が高まり、女
性賃金の一層の抑制に結びつくが、より低い賃金は女性の離職を更に促進する。  
    (2)  WFC が離職率を高めると、結婚・育児離職率の企業予測が高まり、女
性に対する OJT などの人材投資の一層の抑制に結びつくが、企業の人材投資の
減少は女性の離職を更に促進する。 
    (3)  WFC が離職率を高めると、結婚・育児離職の企業予測が高まり、女性
に対する OJT などの人材投資の一層の抑制に結びつくが、企業の人材投資の減
少はより低い賃金に結びつき、より低い賃金は離職を更に促進する。 

















とは上記の仮定の４と５，すなわち  0 wp ∂ ∂<および  0 sp ∂ ∂<を意味し、逆に
「予測をしない場合」は企業が離職率の予測に基づいて行動しないこと、具体
的には 0 wp ∂∂ = かつ  0 sp ∂∂=を意味する。後者の場合は離職率が単なる従属
変数（最終結果の変数）となり、賃金や人材投資に影響する変数とはならず、
dp dα についての式(4)に見られた離職率の外生要因の増幅効果は起きない。ま
















                                                  
5  w dp dw p w f =∂ ∂ = であり、 () () s ws dp ds p s p w w s f f g = ∂∂ + ∂∂ ∂∂= + である。  9
の統計的差別の不合理を企業が認識し、その慣行を止めることである。筆者は
統計的差別の経済的不合理の理由として以下の５点を指摘した。 





    (2)人的資本の理論から考えると、一般職女性への企業の取り扱いは、彼ら
の生産性を低め、人材活用上非合理的である。 
    この論点は次節以降で議論し更に筆者により理論的拡大を行うコートとラ
ウリーの理論の基本的結果の応用である。 
    (3)女性の統計的差別は逆選択を引き起こす。 




    (4)離職コストは期待コストで起こる確率 P と起こった場合のコスト C の積
PC であるのに、企業は C を下げることにのみ一面的に熱心で、離職確率 P はか
えって高くなる結果となっている。しかし、様々な条件にも依存するが、コス
ト C でなくリスク P を下げようとするワークライフバランス戦略のほうが合理
的な場合が多い。 









    なぜわが国の人事管理がリスク回避型であるのかは後に説明するが、この
第５点は本稿の内容にも関係する。人事管理におけるリスク回避傾向の問題に




















































































    企業は雇用者が「有資格者」であるか「無資格者」であるかは、正確には
判別できず、その判別は男女別の有資格事前確率（ , mf π π ）と男女に分布の共通
な雑音を伴った（不確定要素のある）シグナルθ から判断すると仮定する。ここ
で事前確率πは実は更新されるので内生変数になるのだが、その初期値に対し
て mf π π > が仮定されている。 すなわち企業は女性に対し始め偏見を持っており、





男女の実際の仕事能力に差がないことを意味する。 また企業が職 1 を正しく 「有
資格者」に与えればその利益は q x で、誤って無資格者に与えればそのコストは
u x − で与えられると仮定する。   
      今有資格者と無資格者についてシグナルの値がθ を超えない確率をそれ
ぞれ () q F θ と () u F θ で表し（定義により (0) 0 F = 、 (1) 1 F = で F はθ のなめらかな
単調増加関数である） 、それぞれの確率密度関数を () ' () qq fF θ θ = と () ' () uu fF θ θ =
としたとき、尤度比 () () / () uq ff ϕ θθ θ = はθの単調減少関数であると仮定する
6。
この仮定の結果 () () qu FF θ θ ≤ がすべてのθ 値に対して成り立つ。つまり各シグナ
ルの基準θに対し、その基準を満たさない者（θ未満の値の者）の割合は無資
格者の方が常に有資格者より多くなる。 
    これらの条件の下で、企業は雇用者が有資格者であるための事後確率に基
づいて、職１を与える期待利益を計算しそれがプラスであれば職 1 に配属する
と考えられる。ここで事後確率はベイズの定理により、 
    () ( ) (,) () () ( 1 ) () 11 () ( 1 ) / qq u ff f ξ πθ π θ π θ π θ ϕθ π π =+ − = + −     (5) 
                                                  
6  最後の尤度比の単調減少の仮定は、stochastic dominance の仮定で () () qu FF θ θ ≤ の必要
十分条件であり、後述するように雇用者の自己投資供給曲線に単一の局所極大値を与える。   13
で与えられ、期待利益は 
    (,) ( 1 (,) ) qu x x ξ πθ ξπθ −−                   (6) 
となるので、企業は式(6)の値が正のとき、すなわち利益対コストの比 / qu x x が
無資格者対有資格者の確率比（オッズ）より大きいとき、すなわち     
    / ( 1 (,) ) (,) () ( 1 ) / qu xx ξ πθ ξπθ ϕθ π π ≥− = −               (7) 
のとき、雇用者に職 1 を与えるのが合理的となる。 
  今 尤 度 比 () ϕ θ がθ の単調減少関数であるという仮定から、式(5)と式(6)に
より、企業は式（7）を満たす最小のθ 以上のシグナルを出す雇用者に対し職１
を与えれば、 期待利 s 益を最大化できる。 この最小のθ をシグナルの閾値と呼び
π の関数として () S π で表すと 
     () m i n {| / () ( 1 ) /} qu Sx x π θϕ θ π π =≥ −             (8) 
と定義できる。つまり有資格者の事前確率がπのとき、シグナルが () S π 以上の
雇用者に職１を与えることが企業にとって合理的となる。式(8)で定義された
() S π はπ の単調減少関数である。つまり有資格者である事前確率が高いほど企
業はその雇用者により低い閾値で職１を与える。またシグナルが(0,1)の間でな
めらかに分布するならば EE 曲線は (1) 0 S = と (0) 1 S = を満たす。つまり有資格者
の事前確率が１ならば閾値は０で企業は皆に職 1 を与え、有資格者の事前確率
が０ならば閾値は１で企業は誰にも職 1 を与えないことが合理的選択となる。 
    次に雇用者の選択を考える。今職１と職０の総所得の差をω で、有資格者
となるための投資コストをcとする。企業が用いるシグナルの閾値をsとすると、
有資格者が閾値を超えるシグナルを出す確率は1( ) q Fs − となり、 無資格者が閾値
を越えるシグナルを出す確率は1( ) u Fs − となるので、 自己投資して有資格者とな
ることの期待利益は 
    ( ) () () () uq sF s F s βω =−                (9) 
となる。 従って () s β が投資コストcを上回るなら雇用者は投資をし、 負なら投資
をしない。今さらに、投資コストｃは雇用者の間で一様でなく () Gcを投資コス
トがｃ以下の人の割合とすると、 () Gcはｃの単調増加関数で、 (( ) ) Gs β は企業の
取る閾値がｓの時に自己投資を選択する人の割合となり、以下の図１で WW 曲線




るからである。また (( ) ) Gs β は単一の局所極大値を区間(0,1)の間に持ち、そこ
で勾配が一度だけ正から負に変わるという条件を入れて描かれているが、この 14
条件は関数 G の勾配が 
   
(( ) )
' ( () ) ( () () ) ' ( () ) () (() 1 ) uq q
dG s
Gs f s f sGsf ss
ds
β
βω βω ϕ =− = −  
となり、 () s ϕ がｓの単調減少関数で (0) 1 ϕ > と (1) 1 ϕ < だから、 ｓの関数として始
めに正で途中で一回だけ正から負に変わることから明らかである。 
  W W曲 線 (( ) ) Gs β は企業が与える各閾値ｓの関数としての雇用者の自己投資






１Coate and Loury (1993)の Figure 2 とほぼ同等な図. 




は図１で立て向きの (( ) ) Gs β と横向きの () S π が交差する点であり、そこでは   
  ( ( ( ))) GS β ππ =                  (10) 
が満たされるが、図１のように２つの安定均衡が得られる場合がありうる。こ
れがコートとラウリーの主な理論的発見である。 
なお、安定均衡は図１の EE の勾配の絶対値が WW 関数の勾配の絶対値を超
EE 
WW 
  0 
πm 
1 
図 1.    投資者割合の男女別均衡
１ 
0  sm  sf  1 
πf  15
えるときに得られるが、各行為者が逐次近似で合理的選択をなめらかな変化で
調整し通過点の均衡値も安定とするなら、図１で EE 曲線の勾配が負で WW 曲線
の勾配が正でも安定である。なお図 1 で事前確率πと閾値ｓの下付けの f と m
はそれぞれ「女性」と「男性」を表す。また図１の二つの均衡では(, ) mm s π のみ
がパレート効率的である。均衡(, ) f f s π に比べ、(, ) mm s π では雇用者にとっては、
より小さな閾値で有資格者となれるのでより有利であり、企業にとってもより
多くの有資格者を得られるからより有利だからである。    
    CL モデルではπは事前確率であるとともに、最終的には均衡で定まる内生








が男女別の閾値 s を決め、さらに雇用者男女がそれぞれ更新された閾値 s に基
づいて自己投資割合πを決める、ということを繰り返して均衡に達すると仮定
する。その結果得られる安定均衡は、一番近くにある不安定均衡の反対側にあ
る安定均衡であるという原理により、 m π と f π をそれぞれ男性と女性についての
企業の初期値とすると、以下の３つケースが考えられる。 
   ケース 1.  2 * mf π ππ >>  のとき。この場合男女ともパレート効率的な均衡
11 (* , * ) s π に達する。この場合予言の自己成就は起こらない。 
   ケース 2 .  2* mf π ππ >> のとき。この場合男性は均衡  11 (* , * ) s π  に、女性は
均衡  33 (* , * ) s π に到達し、女性の自己投資者割合は男性の割合を大きく下回る結
果、予言の自己成就が起こる。 
   ケース３.  2* mf π ππ >>のとき。  男女ともパレート非効率的な均衡 33 (* , * ) s π
に到達する。この場合も予言の自己成就は起こらない。 
    従って、πの初期値如何で企業の偏見に関する予言の自己成就が生じない
場合もあるが、始めの偏見（差 mf π π − ）が大きいほど、ケース 2 となる確率が
増す。この意味で、企業の女性への偏見は予言の自己成就を生むのである。     
  今ケース 2 の状況が現実にあるとすると、如何にしてパレート非効率的な
女性の均衡を崩すかが次の問題になる。 




が CL 理論は AA の下での均衡は企業が男性の場合は制約のない場合の利益とコ
ストの比 / qu x x を (/ ) / (/ ) qu xx γ λγ λ −+ で置き換え、女性の場合は / qu x x を
(/ ( 1 ) ) / (/ ( 1 ) ) qu xx γ λγ λ +− −− で置き換えた場合と同等に成ることを示した。 ここ
でλ は雇用者中の男性割合、γ は AA の制約条件に関するラグランジェ定数で正
の数である。 この結果は男性一人を職１に当てるごとに、 企業は税 / γ λ を払い、
女性一人を職１に当てるごとに /(1 ) γ λ − の補助金を受けるのと同等となる。 
    この結果、図２が示すように EE 曲線が男女で異なり、 () S π は男性は Y 軸上














ある。従って AA は女性の生産性の向上には完全な解決をもたらさない。 






ウリーは人種差別の場合のように、白人割合λ が 9 割前後と非常に大きいとき、
/(1 ) γ λ − の値に依存する EE 曲線の黒人の下方修正幅が大きく、 結果として AA 均
衡でも黒人の自己投資意欲を大きく失わせるリスクを指摘している。しかし男
                                                  
7  これは企業が効用最大化する際、職１を男女別に比例配分するという制約を、ラグランジ
ェ方法で、つけ加えて行うことを意味する。  17
女差別の場合は男性割合λ が平均的には 6 割前後なので男性割合の非常に大き
い職場以外、このリスクは小さい。 
 
1Coate and Loury (1993)の Figure ３とほぼ同等な図. 
 




３．  CL 理論が考えなかった対策 
    図１に見られるように、女性に対しパレート非効率的な安定均衡が存在し
ている時には、企業の EE 曲線を事前確率πの関数として X 軸上で左方向に移動
させるか、雇用者の WW 曲線を閾値ｓの関数として Y 軸上で上方向に移動できれ
ば、女性のパレート非効率的均衡を消滅させられる可能性が高まるので、以下






3.1  対策１：企業人事のリスク回避性の解消 
    筆者は別稿（山口 2008、2009）でわが国における女性の統計的差別には人
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  今コートとラウリーにおける利益とコストの比 / qu x x を効用とみて、より企
業が一般的に有資格者に職 1 を与える利益を 00 () ( ) q Ux x Ux + − 、 無資格者に職１
を与えるコストを、 00 (( ) ( ) ) u Ux Ux x −− − で表そう。 ここでU は効用関数で '0 U >
を満たし、よく知られているように '' 0 U > ならリスク選好、 "0 U = ならリスク
中立、 "0 U < ならリスク回避を表す。 0 x はベースとなる富のレベルである。こ
の結果コートとラウリーの閾値の式(8)は 
() ( ) 00 00 ( ) m i n { | ( )( ) ( )( ) ( ) ( 1 ) / } qu S Ux x Ux Ux Ux x π θϕ θ π π =+ − − − ≥ −   （11）   
に置き代えられる。今リスク回避型の効用関数を RA U 、リスク中立型の効用関数
を RN U 、リスク選好型の効用関数を RP U で表すと、一般に 
   
00 00 00
00 00 00
() ( ) () ( ) () ( )
( ) () ( )() ( ) ()
RP q RP RN q RN q RA q RA
RP RP u RN RN u u RA RA u
UxxUx UxxUx xUxxUx




（12）    
    
が成り立つ。式（11）と（12）から、リスク中立型に比べ、企業がリスク選好 19
型だと閾値 () S π は一様に小さくなり、逆に企業がリスク回避型だと閾値 () S π は
一様に大きくなることがわかる。 
    この結果、先に示した AA の場合の図２を用いて示すと、真ん中の EE 曲線
がリスク中立型に対応するなら、EE 曲線が X 軸上で上方に移動した EEm曲線は







3.2   対策２：試験雇用期間の有効利用 






    一般にシグナルの閾値ｓに達しない有資格者の割合は、 () q Fsであるが、こ
れはフォールス・ネガティブ確率（以下 FN 確率）である。つまり、企業が有資
格者を誤って無資格者と見なしてしまう確率である。一方この閾値に達する無
資格者の割合は1( ) u Fs − であるが、これはフォールス・ポジティブ確率（以下 FP
確率）である。つまり企業が無資格者を誤って有資格者と見なしてしまう確率
である。 この二つの確率の和は1 ( () () ) uq Fs Fs − − で雇用者の自己投資割合の WW 曲
線 ( ( () () ) ) uq GF s F s β − はこの確率の計の単調減少関数になっている。従ってシグ






みなす。見分けられる程度は具体的には有資格者のシグナルの分布 () q f θ と無資
格者のシグナルの分布 () u f θ の分離度（分結指数）で表すとする。 
    始めに１回のタスクを単純に難しくしたり、逆に易しくしたりしたのでは
女性のパレート非効率的均衡は崩れないことを示そう。  20
    タスクを難しくすると閾値sが下がるので EE 曲線が X 軸上で左方向に移動
するのでよさそうであるが、同時にθの分布が共に下方に移動するので、FN 確
率 () q Fsは増え、FP 確率1( ) u Fs − が減少する結果 WW 曲線も移動する。 
今 (,) ( )
a
uu Fa F θ θ = と (,) ( )
a
qq Fa F θ θ = で01 a < < となるケースを考える。こ
の場合Ｆが単調増加関数であり、 (,) () qq Fa F θ θ > なので FN 確率は増加し、
1( , ) 1( ) uu Fa F θ θ −< − なので FP 確率は減少し、タスクを難しくという条件に見合
う。このケースはタスクを難しくする、あるいは易しくする（ 1 a > の場合） 、と
いう条件の特殊な形式化ではあるが、この形式化の有用な点はタスクの判別度
はaの値に影響を受けないので、 すべて同等な費用のタスクとみなすことができ
る点である。今 1 a = のとき判別度は、分布 () q f θ と分布 () u f θ の交差するθ の値
（ () 1 ϕ θ = となるθ の値）を * θ とすると、 (* ) (* ) uq FF θ θ − で与えられるが、 1 a ≠
の場合は
1 (,) ( ) ( )
aa a
uu u fa d F s d s f θ θθ
− == と
1 (,) ( ) / ( )
aa a




a θ となるので 
1/ 1/ 1/ 1/ (( *) , ) (( *) , ) ((( *) ) ) ((( *) ) ) ( *) ( *)
aa a a a a
uqu q u q Fa Fa F F F F θ θθθ θ θ −= − = −  
となり、 1 a ≠ でも判別度は変わらないのである。ここで、 
    ( ) ( )
11 (,) (,) / (,) ( ) ( )













   
1/ (,) m i n {| / ( ) ( 1 ) /} ()
aa
qu Sa x x S πθ ϕ θ π π π =≥ − =     (14) 
となり、01 a << なので、閾値は小さくなり、EE 曲線は確かに X 軸上で左方向に
移動する。これはタスクを難しくしたので、有資格者とみなす閾値は小さくな
るということを意味する。一方新しい閾値での WW 関数の値は 
( ( ( ( , ) ) ( ( , ) ))) ( ( ( ( )) ( ( ))))
(15)
aa





となり、古い女性の均衡((* ) ,* ) S π π がそれぞれ新しい均衡
1/ ((* ) ,* )








                                                  
8今 1 a = の時のシグナルの平均と分散を
1





    表１は１回のタスクでは判別度（分結指数）がすべて 1/3 で従って費用も
同じだが、難易の異なる３種のタスクを考えている。一回のタスクではシグナ
ルは１（満足な達成）と０（不満足な達成）の２値をとる。P はシグナルの各値
の確率でタスク1はF P確 率 もF N確 率 も1 / 3の中程度の難易度のタスク、タス
ク2はF P確 率 が2 / 3でF N確 率0の比較的易しいタスク、タスク 3 は逆に FP 確
率が 0 で、FN 確率が 2/3 の比較的難しいタスクである。 
    表１は更に難易度が中程度のタスク 1 を 4 回独立に繰り返してシグナルθ
の平均値を取った場合の有資格･無資格の判別度が 13/27 となり、タスク 2 とタ
スク 3 を組み合わせて 2 回ずつ繰り返した場合のシグナルの平均値を取った場
合の判別度は 5/9 とより高くなることを示している。つまり後者の方が有資格
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  表１．難易度の異なる仕事（タスク）の組み合わせによるシグナルの 
     判別度の精緻化 
______________________________________________________________________ 
       タスク１ (難易度中)          タスク１の独立な４回繰り返しの平均 
 θ   １   ０                  θ         1    0.75   0.5  0.25   0 
q P    2/3    1/3                  q P   16/81 32/81  24/81  8/81 1/81       
u P   1/3    2/3  ID = 1/3        u P   1/81  8/81   24/81 32/81 16/81 ID= 13/27 
  
        タスク２（難易度低）           タスク 2 とタスク 3 の組み合わせの独立な 
                     ２回繰り返しの平均   
  θ    1    0                      θ    1   0.75   0.5   0.25    0 
q P      1     0                     q P    1/9   4/9   4/9     0    0            
u P     2/3    1/3     ID = 1/3     u P    0    0    4/9   4/9   1/9  ID  =  5/9  
      
       タスク 3  （難易度高） 
  θ     1     0 
q P     1/3   2/3        
u P     0     1     ID = 1/3 
ID は分結指数で離散分布の場合 ,, || / 2 qi ui i PP − ∑ で与えられる。 
 
4．シグナルの分布が女性に不利な場合の考察 
































表現するため、 ,, () ( )
a
fq m q FF θ θ = および ,, () ( )
a
fu m u FF θ θ = を仮定する。以下関数
の下付の f は女性 m は男性を表す。F は単調増加関数なので、10 a >>なら 
,, , ,, , () ( ) () , () ( ) ()
aa
f q mq mq fu mu mu FF F FF F θ θθ θ θθ => =>  
となり、有資格者と無資格者のそれぞれについて仮定の条件が満たされる。す
ると、
1 () ( )
aa
fm fa f θ θθ
− = なので、尤度比については 
   
11
,, , , () () / () ( ( ) ) / ( ( ) )
() ( )
aa aa
ff u f q m u m q
a
mm






   
1/
() m i n {: / [ ( 1 ) / ] () }
min{ : / [(1 )/ ] ( )}
( ( )) ( ) (16)








π θπ π ϕ θ







る事前確率が同じ （能力が同じ） と企業が信じてシグナルの意味を判断すると、 24
シグナルの女性の平均値が男性より低いのは、女性の受けたタスクがより難し
かったからだという解釈になるからである。この結果女性の EE 曲線はπの関数
として男性の EE 曲線の Y 軸上下方向（X 軸上は左方向）に移動する。 
    一方雇用者からみると、与えられた閾値に対し自己投資で有資格者となり
得る期待利益は男性が .. () ( () () ) mm u m u sF s F s β ω =− に対し、女性は 
     ,, . . () ( () () ) ( ( ) ( ) ) ( )
aaa
ff u f qm u m u m sF s F s F s F s s βω ω β =− = − =      
であり、従って投資のコストの分布に男女の差がないと仮定して 
     ( ( )) ( ( ))
a
fm Gs Gs ββ =              (17)       
が成り立つ。これは女性の WW 曲線が男性に比べ X 軸上で左方向に移動すること
を示す。 
    ここで重要な点は、均衡点でのπの値は、 ( ( ( ))) GS π βπ = を満たすため、自
己投資者の割合を示すが、この値は、男女のシグナルの分布の違いにも関わら
ず、均衡点が男女で一対一に対応するという点である。つまり男性の均衡が
(((* ) ) ) * mmm m GS β ππ = を満たすなら、女性には 
1/ 1/ ( ( ( *))) ( ( ( *) )) ( (( ( *) ) ))
(((* ) ) ) * ( 1 8 )
m
aa a
ff fm m m m
mmm m








性の均衡が((* ) ,* ) S π π のとき、
1/ ((* ) ,* )
a S π π は女性の均衡点となる。ここで重要
な点は、男性で職１を得る者の割合は、男性の均衡の閾値を *( * ) sS π = で表すと
有資格者で , 1( * ) mq Fs − 、無資格者で , 1( * ) mu Fs − であるが、女性で職１を得る者の
割合は有資格者・無資格者別に
1/ 1/ 1( ( * ) ) 1( ( ( * ) ) ) 1( * )
aa a





















    式(4)から事後確率が男女で同じという条件は、男女の事前確率のオッズ比
について 
   ( ) () /(1 ) /(1 ) ( )/ ( ) ff m m f m π ππ πϕ θ ϕ θ −− =     
が成り立つことを意味する。これは事前確率の男女の違いがシグナルの値で変
わるという、かなり複雑な認知構造を意味するが、より弱い仮定として上式は
実際に企業が用いる均衡値の閾値 * s で成り立つとし、またシグナルの分布の男
女の違いについては、 4.1 節の仮定の場合と同じく、 10 a >>で ,, () ( )
a
fq m q FF θ θ =
および ,, () ( )
a
fu m u FF θ θ = とすると, 
   () () / ( 1 ) / ( 1 ) (* ) / (* ) ( (* )) / (* )
a
ff m m fm m ss s s ππ ππ ϕϕ ϕ ϕ −− = =   (19) 
となる。一方 EE 曲線は、男女についてそれぞれ 
 
() m i n {: / [ ( 1 ) /] () }






π θπ π ϕ θ




で与えられるので、式(19)は確かに利益とコストの比 / qu x x も男女で同じであれ
ば、企業の需要関数（EE 曲線）に男女の違いはないという条件を意味する。ま
た式(19)では更に (( *) ) ( *)
a
mm ss ϕϕ < が成り立つので f m π π < が成り立つ。 つまり、
この仮定の下で女性のシグナルの分布が男性より劣るのは、女性は男性より有
資格者割合が低いからだと事後的に企業は判断する。 
    一方女性雇用者の供給関数 (( ) ) (( ) )
a
fm Gs Gs ββ = については、事前確率πの
事後調整の影響を受けず、4.1 節の分析と同様、WW 曲線が男性に比べ X 軸上左
方向に移動する。ただし 4.1 節の場合と異なり、本節の場合は企業の需要曲線










   W W () ( 1 ) W W() +W W() fm ss s λ λ =−          (20) 
で与えられる。ここでλ は雇用者中の男性割合である。この曲線と EE 曲線との
安定的均衡が結果を生むと考えられる。 
    今ここで女性の供給曲線WWfと男性の供給曲線WWmの交点のθ の値を * θ とす
る。女性の供給曲線が男性よりＸ軸上で左方向に移動しているので * θ より小さ
いθ では女性の自己投資割合が男性を上回り、 * θ より大きいθ では女性の自己
投資割合が男性を下回る。また EE 曲線と男女統合の WW 曲線の安定的均衡のう
ち結果を生じさせている均衡の閾値を s*とする。その結果以下の３つのケース
が考えられる。 
  ケース１．  ** s θ > の場合 





幅される。図３はこのケース１の場合の女性、男性、全体の三つの WW 曲線と EE
曲線を例示している。 










    ケース２.  ** s θ < で、かつ ,, (* ) (* ) fq m u Fs Fs > の場合 





ケース３.  ** s θ < で、かつ ,, (* ) (* ) fq m u Fs Fs < の場合 





    従って、ケース１とケース２で女性が著しく不利となるが、ケース２の場
合、男女に極端に不公平なシグナルの利用が根本原因で、その是正以外解決方
策がないことは明らかであろう。 






    ケース１の状況が生じ易いもう一つの場合は職１の性格上、閾値を満たす
人が少ない場合である。これはより難しいタスクを課せられる（従ってθの分
布が男女とも低い値に移動する）のに閾値が下がらない場合が典型的であり、











































    表 2 は三種の職種と三種の就業時間の組み合わせについて、わが国で通常
得られる就業タイプ（〇印）と通常得られない就業タイプ（✕印）を区別して
いる。 わが国では職種 1 （総合職） は 「常時残業」 という働き方のみ可能であり、
職種 2（一般職）は、 「常時残業」もしくは「フルタイムで残業はまれ」という 29
働き方は可能だが短時間勤務は通常不可である。実際わが国では短時間正社員
は平成１７年で雇用者の 1％に満たず（山口 2008） 、また常勤者で「フルタイム
で、残業無し」の希望が叶えられるのは一般職者の多い女性のみである（山口 
2009、6 章） 。もちろん、この制約はわが国特有のもので米国や多くのＥＵ諸国









✕  ✕ 
一般職（職種２） ○  ○  ✕ 
非正規（職種３） ○  ○  ○ 
１職種 1 は高い年功賃金プレミアム、高い昇進機会、雇用保障あり 
職種 2 は低い年功賃金プレミアム、低い昇進機会、雇用保障あり 
職種 3 は年功賃金プレミアムなし、昇進機会なし、雇用保障なし 
 





  職 種 1＞職種 2＞職種 3 
の選好を持つと考えられる。不利な職をあえて選ぶ者は極めて少ないと考えら
れるからである。 





でも両立可能なタイプ 1 の女性は 
    「フルタイム・残業はまれ」＞「短時間勤務」＞「常時残業」 
の選好を持ち、フルタイムでは両立の難しいタイプ 2 の女性は 
    「短時間勤務」＞「フルタイム･残業はまれ」＞「常時残業」 
の選好を持つと考えられる。 
    また、職種がより重要か就業時間がより重要かにも男女差があり、大多数
の男性は職種優先、大多数の女性は就業時間優先と仮定する。  30





     
結論と提言 
    わが国の男女共同参画の度合いを国際比較でみると GEM 指数で 2009 年に５
７位と極めて低く、徐々に順位を下げてきている。この状況は、多くの経済先
進国の状況と比べると極めて異常である。 


































    本稿では、予言の自己成就的悪循環から抜け出る方策についても議論した
が、その繰り返しは省略し、本稿の分析のより一般的インプリケーションにつ
いて議論したい。 
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